
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月９日 

【中間会計期間】 第65期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

【会社名】 鉄建建設株式会社 

【英訳名】 TEKKEN CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山本 卓朗 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区三崎町二丁目５番３号 

【電話番号】 ０３（３２２１）２１５６ 

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長  矢野 充夫 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区三崎町二丁目５番３号 

【電話番号】 ０３（３２２１）２１５６ 

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長  矢野 充夫 

【縦覧に供する場所】 鉄建建設株式会社 北関東支店 

（さいたま市大宮区下町一丁目51番地） 

鉄建建設株式会社 東関東支店 

（千葉市中央区新町１番地17） 

鉄建建設株式会社 横浜支店 

（横浜市中区不老町二丁目９番２号） 

鉄建建設株式会社 名古屋支店 

（名古屋市中村区名駅一丁目１番４号） 

鉄建建設株式会社 大阪支店 

（大阪市北区小松原町２番４号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．第64期中、第65期中、第63期および第64期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在していないため記載していません。 

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 78,053 71,443 79,944 181,796 175,790 

経常利益（百万円） 1,659 1,057 480 5,507 4,905 

中間（当期）純利益（百万円） 749 502 16 1,167 1,088 

純資産額（百万円） 35,549 36,693 38,283 37,069 36,700 

総資産額（百万円） 195,069 180,099 172,459 202,582 193,768 

１株当たり純資産額（円） 229.18 236.09 244.70 238.47 234.54 

１株当たり中間（当期）純利益 

（円） 
4.83 3.23 0.11 7.52 6.98 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
4.80 － － － － 

自己資本比率（％） 18.2 20.4 22.2 18.3 18.9 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
2,647 7,442 △11,443 8,864 18,743 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△3 1,068 △1,651 1,264 1,370 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△10,573 △11,557 △10,009 △6,385 △9,477 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
22,428 31,008 21,528 34,039 44,624 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

2,285 

[183]

2,245 

[163]

2,222 

[140]

2,192 

[138]

2,193 

[147]



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．１株当たり中間配当額については、中間配当制度を採用していないため記載していません。 

３．１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しています。 

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 75,663 70,080 78,050 177,872 172,644 

経常利益（百万円） 1,491 882 216 5,281 4,547 

中間（当期）純損益（百万円） 513 380 △193 829 939 

資本金（百万円） 18,293 18,293 18,293 18,293 18,293 

発行済株式総数（千株） 156,689 156,689 156,689 156,689 156,689 

純資産額（百万円） 35,629 36,482 37,180 36,983 35,806 

総資産額（百万円） 180,120 164,017 162,396 186,063 184,189 

１株当たり中間（年間）配当額 

（円） 
－ － － 2.5 2.5 

自己資本比率（％） 19.8 22.2 22.9 19.9 19.4 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

2,125 

[160]

2,060 

[114]

2,093 

[120]

2,029 

[116]

2,066 

[128]



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

また、主要な関係会社についても異動はありません。  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のです。 

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。 

(3)労働組合の状況 

労働組合との関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 2,027 [108] 

不動産事業 20 [1] 

その他事業 97 [25] 

全社（共通） 78 [6] 

合計 2,222 [140] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 2,093 [120] 



第２【事業の状況】 
以下、「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出の持ち直しや民間企業の設備投資・個人消費の増加による国

内民間需要に支えられた景気回復が見られるものの、原油価格の動向など、今後の内外経済に与える影響等、楽観

はできない状況です。 

 一方、当社グループの主たる事業分野である建設市場に目を向けますと、民間設備投資・住宅建設は引き続き増

加が見込まれるものの、公共投資は依然として減少基調であり、建設投資全体では緩やかなマイナス基調で推移し

ています。 

 このような状況の中、当社グループでは平成16年度よりスタートした経営計画『中期経営計画“２００４”』の

２年目を迎え、 

・コストダウンへの取り組み 

・脱請負領域である開発等事業への取り組みを見据えた推進体制の構築 

・災害時に即応できる危機管理体制の強化 

など経営環境の変化に応じた課題への対応にも、積極的に取り組んでいます。 

 当中間連結会計期間におきましては、継続する市場縮小に伴う低価格競争のなか、企業活力を維持するために受

注を厳選し、現場施工支援に取り組んでいます。 

 当社グループの当中間連結会計期間の業績については、受注高70,744百万円（前年同期比6.7％減）、売上高

79,944百万円（前年同期比11.9％増）、営業利益710百万円（前年同期比46.5％減）、経常利益480百万円（前年同

期比54.6％減）、中間純利益16百万円（前年同期比96.7％減）となりました。 

  ※当社グループにおいては建設事業以外は受注生産活動を行っていません。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。（事業の種類別セグメントごとの業績については、セグメン

ト間の内部売上高等を含めて記載しています。） 

（建設事業）  

 建設事業については、受注高70,744百万円（前年同期比6.7％減）、売上高77,444百万円（前年同期比15.4％

増）、営業利益549百万円（前年同期比48.5％減）となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業については、売上高1,593百万円（前年同期比54.1％減）、営業利益77百万円（前年同期比46.5％

減）となりました。 

（その他事業） 

 その他事業については、売上高8,762百万円（前年同期比14.8％増）、営業利益93百万円（前年同期比1.8％減）

となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ23,096百万円（51.8%）減少し

21,528百万円となりました。 

 各活動によるキャッシュ・フローの状況については、次のとおりです。 

○営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前中間純利益491百万円、売上債権の減少9,233百万円、たな卸不動産の減少599百万円などによる資

金の増加がありました。一方で、仕入債務の減少11,458百万円、未成工事支出金の増加5,856百万円、未成工事受

入金の減少2,073百万円などによる資金の減少があり、営業活動によるキャッシュ・フローは△11,443百万円（前

中間連結会計期間は7,442百万円）となりました。 

○投資活動によるキャッシュ・フロー  

 投資有価証券の取得による支出1,431百万円などにより、投資活動によるキャッシュ・フローは△1,651百万円

（前中間連結会計期間は1,068百万円）となりました。  

○財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借入金の返済は15,524百万円となり有利子負債の積極的な削減を進める一方、長期の安定した資金として無担

保社債の発行による収入4,913百万円、長期借入れによる収入1,000百万円があります。その結果、財務活動によ

るキャッシュ・フローは△10,009百万円（前中間連結会計期間は△11,557百万円）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)受注実績 

(2)売上実績 

（注）１．当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていません。 

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していません。 

   ３．セグメント間の取引については相殺消去しています。 

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりです。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。また、前事業年度以

前に外貨建で受注した工事で、当期中の為替相場の変動により請負金額に増減のあるものについても同様に処

理しています。 

２．期末繰越工事高の施工高は、手持工事高の工事進捗部分です。 

３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致します。 

区分 

前中間連結会計期間 
   （自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

（百万円） 

当中間連結会計期間 
   （自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

（百万円） 

建設事業 75,792 70,744 

不動産事業 － － 

その他事業 － － 

合計 75,792 70,744 

区分 

前中間連結会計期間 
   （自 平成16年４月１日 
    至 平成16年９月30日） 

（百万円） 

当中間連結会計期間 
   （自 平成17年４月１日 
    至 平成17年９月30日） 

（百万円） 

建設事業 67,098 77,416 

不動産事業 3,179 1,365 

その他事業 1,166 1,161 

合計 71,443 79,944 

項目 工事別 
期首繰越 
工事高 
（百万円） 

期中受注 
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

期中完成 
工事高 
（百万円） 

期末繰越工事高 

期中施工高
（百万円） 手持工事高

（百万円） 

うち施工高 

(％) (百万円) 

前中間会計期間 

（自 平成16年 

４月１日 

至 平成16年 

９月30日） 

土木 104,181 34,281 138,462 33,756 104,706 5.8 6,068 36,722 

建築 68,797 41,505 110,303 32,967 77,335 7.2 5,555 35,126 

計 172,979 75,786 248,766 66,723 182,042 6.4 11,623 71,848 

当中間会計期間 

（自 平成17年 

４月１日 

至 平成17年 

９月30日） 

土木 107,126 36,706 143,832 38,423 105,408 8.3 8,748 42,603 

建築 84,738 33,427 118,165 38,177 79,987 8.2 6,571 40,752 

計 191,864 70,133 261,997 76,601 185,396 8.3 15,320 83,355 

前事業年度 

（自 平成16年 

４月１日 

至 平成17年 

３月31日） 

土木 104,181 89,620 193,801 86,675 107,126 4.3 4,568 88,141 

建築 68,797 96,693 165,491 80,752 84,738 4.7 3,997 81,353 

計 172,979 186,313 359,292 167,427 191,864 4.5 8,565 169,494 



② 完成工事高 

（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりです。 

前中間会計期間の請負金額10億円以上の主なもの 

当中間会計期間の請負金額10億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりです。 

前中間会計期間 

東日本旅客鉄道㈱   16,827百万円  25.2％ 

当中間会計期間 

東日本旅客鉄道㈱   22,109百万円  28.9％ 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

土木工事 17,232 16,524 33,756 

建築工事 5,079 27,887 32,967 

計 22,311 44,412 66,723 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

土木工事 15,962 22,461 38,423 

建築工事 3,412 34,764 38,177 

計 19,375 57,226 76,601 

東日本旅客鉄道㈱ 品川駅東口駅ビル新築工事 

㈱田中建設 ロータリーパレス山手新築工事 

㈱ゴールドクレスト （仮称）クレストフォルム上野Ⅲ新築工事 

三菱地所㈱ 大崎南パークハウス新築工事 

東日本旅客鉄道㈱ 東海道線田町・品川間札の辻こ線道路橋改築３ 

東日本旅客鉄道㈱ 信発小千谷発電所放水路（護岸）他災害応急（中越地震） 

東日本旅客鉄道㈱ 西船橋駅エスカレータ・コスモスプラン新設 

国土交通省 萩・三隅道路飯井第２トンネル工事 

㈱三桂製作所 三桂製作所下丸子ＳＣビル新築工事 

㈱フジケン レゾンシティ南岡崎新築工事 



③ 手持工事高（平成17年９月30日現在） 

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりです。 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

土木工事 45,510 59,898 105,408 

建築工事 2,771 77,216 79,987 

計 48,281 137,114 185,396 

東日本旅客鉄道㈱ 

鹿島八重洲開発㈱ 

新日本石油㈱ 

東京駅八重洲口開発計画南棟新築 平成19年８月 完成予定 

大阪府 
寝屋川流域下水道大東門真増補幹線（第１工区） 

下水管渠築造工事 
平成19年２月 完成予定 

国土交通省 旭高架上部（南工区）工事 平成18年１月 完成予定 

大和ハウス工業㈱ （仮称）Ｄ’レスティア加賀野新築工事 平成18年２月 完成予定 

三菱地所㈱ （仮称）五橋１丁目マンション計画新築工事 平成19年11月 完成予定 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

（建設事業） 

 当社は、新規投資の抑制・ストックの増加、お客さまから要求されるニーズの多様化、市場原理による厳しいコスト競

争など、社会環境が大きく変化しているなかで、技術を基本として特色ある企業を目指しています。顧客ニーズを考慮し

た開発テーマを選定し、会社の経営に貢献する研究開発に取り組んでいます。また、開発技術の公開施工を通じてＰＲや

顧客ニーズの収集も同時に実施し、開発部門と営業部門が一体となった研究開発を行っています。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は285百万円です。主な研究開発活動は次のとおりです。 

 なお、子会社において研究開発活動は特段行われていません。 

（1）立体交差技術 

① ＨＥＰ＆ＪＥＳ（ヘップ・アンド・ジェス）工法 

 鉄道や道路などの路線下横断工事において、敷設した鋼製エレメントを組合わせて本体構造物を構築する本工法

は、多くの施工実績、継続的開発により完成度が高まっています。平成15年度には国土交通省の「テーマ設定技術募

集システム」に採用され、高い技術的評価を得ています。平成17年度は、長距離施工に対応できる新しい継手防護の

採用や、砂質・レキ混じり地盤でも機械掘削可能なレキ対応掘削機の現場導入を行い良好な結果を得ています。   

 また、初めての高速道路下の施工現場において見学会を実施し、技術のＰＲにも積極的に取り組んでいます。今後

も、より一層のコストダウンを図り、競争力のある工法を目指します。 

② ＣＯＭＰＡＳＳ（コンパス）工法～小断面立体交差工法～  

 本工法は、線路防護工と函体の施工が同時に行え、函体の部材厚も薄くできる、安全性、経済性に優れた小断面立

体交差構造構築工法として技術の確立を目指しています。施工手順は、ワイヤーソーにて地盤を切削しながら鋼板を

けん引し、函体の外周に設置します。次に移動式刃口を用いて鋼板内部を掘削し、鋼製支保工を設置し、鉄筋を組立

てＳＲＣ構造の函体を構築します。事前に鋼板を挿入しておくことにより、陥没の危険なく掘削することができま

す。今後は、実施工への導入に向けて確認試験を実施する予定です。  

（2）補修・補強・耐震補強技術 

① タフシート工法 

 本工法は、コンクリート構造物に紫外線硬化型ＦＲＰシートを貼付け、あるいは巻付けて、補修・補強を行う工法

です。トンネルの補修、ＲＣ構造物の補修・耐震補強、新設下水道の二次覆工など幅広い用途に適用できます。平成

17年度は、適用範囲の拡大を目指して、財団法人 下水道新技術推進機構の技術審査証明を申請中です。 

② ＲＥＤＥＥＭ（リディーム）工法 

 高強度かつ高じん性のＰＶＡ（ポリビニールアルコール）繊維入りモルタルとＰＶＡ繊維補強ボードを用いたコン

クリート構造物の補修・補強工法です。補強層の高強度化、高じん性化により薄肉の補強が可能となり、建築限界の

制限を受けるトンネル内の補強に有効な工法です。すでに、鉄道トンネル、道路トンネルでの補修・補強、橋脚補修

や災害復旧などで10件の施工実績があります。平成17年度は適用範囲の拡大を図るためのコスト縮減、施工効率向上

のための材料・施工性の改良を行っています。  

③ 高強度モルタル内巻き補強工法 

 トンネル補強工法としてＲＥＤＥＥＭ工法は、トンネル内に簡易プラントを設置し、注入材を製造してコンクリー

トの運搬困難な施工条件に対応しています。本工法は、トンネル補修・補強工法のバリエーションを充実するため

に、注入材のコストダウンを考慮し、コンクリートの運搬が容易な道路トンネルを対象として開発したローコストの

トンネル内巻き補強工法です。今後は、施工および品質管理マニュアルを作成し、ＰＲ活動を実施します。  

（3）交通インフラ輸送改善技術・交通結節点・線路上空施設分野技術 

① 本設利用ＰＣ工事桁工法 

 プレキャスト部材によるＰＣ桁で線路を仮受けし、線路下構造物の完成後も撤去することなく軌道構造物として利

用できる工事桁工法です。平成17年度は、ＪＲ中央線立川－三鷹連続立体交差事業で初めて採用され、夜間の線路閉

鎖時間内に滞りなく架設を完了しました。また、施工時には、鉄道事業者等を対象に施工公開を実施し、夜間作業に

も関わらず約100名の参加を頂き、本設利用ＰＣ工事桁の施工性の高さをＰＲしました。今後は適用範囲拡大のため

に、連続化方法の開発および継手部の疲労の安全性確認実験を実施します。  

② ＳＷＯＲＤ（ソード）工法 

 線路上空に駅本屋や商業施設等を設ける場合、線路閉鎖・き電停止間合いによる夜間作業で行う必要があることか

ら、施工時間が１日２～３時間と制限され、施工能率の低下による工期の長期化・コストの上昇を招いています。ソ

ード工法はこのような駅改良の問題解決策として考案した工法です。あらかじめ作業効率の良い昼間に、発進構台上

で先組みした上部構造を、夜間に線路上空にスライドさせることで、コスト・工期の大幅な短縮と線路上空作業の削

減による安全性の向上が図れます。平成17年度は、実施工のために施工マニュアルを作成し、具体的な改良試験を実

施しています。今後は、施工管理を確実に行うとともに工法の普及を図ります。  



（4）地盤改良技術 

① ラテラルジェット工法 

 立坑や既設構造物の内部から側方地盤にセメントスラリーを高圧噴射攪拌することにより水平方向に円柱状の改良

体を効率的に造成できる工法です。多種多様な構造物が輻輳する都市部の地下空間において地上の土地利用に影響を

受けることなく、安全・確実に地下構造物を築造するための有効な地盤改良工法です。平成17年度は、施工システム

の改善と作業の効率化に向けたバージョンアップと、適用拡大に向けた技術支援、ＰＲを行っています。また、普及

を目指して鉄道ＡＣＴ研究会（平成16年度登録）主催の見学会も実施しました。  

（5）地下空間施設技術 

① ＴＵＬＩＰ（チューリップ）工法 

 本工法は、地下利用が高度化、高密化した都市部において、既設の地下構造物やシールドトンネルを発進・到達の

作業スペースとして利用することにより、非開削で地下構造物を構築する技術です。埋設した曲線管は管路としての

利用をはじめ、地盤改良や支保工として利用することができます。平成17年度末には、首都高速中央環状新宿線富ヶ

谷出入口トンネルで実施する予定です。 

（6）住宅分野技術 

① 静粛空間創造工法 

 集合住宅の乾式二重床工法は床下配管やバリアフリーを容易にする工法であり、数多くの集合住宅で採用されてい

ます。しかしながら、乾式二重床の床衝撃音遮断性能に関しては、素面時に比べ仕上げ後の性能低下、性能のばらつ

きなど、まだ解決すべき問題を抱えた工法です。そのため、性能のばらつきを引き起こす各種要因を定量的に把握

し、ばらつきを抑える当社独自の施工標準を作成して性能管理を徹底することで、デベロッパーの定める目標性能に

見合った床材選定を可能としました。平成17年度は、さらに性能を向上させるため、床仕様だけでなく天井面の仕様

も含めたトータルな静粛空間創造技術とするためのバージョンアップを図っています。  

② コンクリートのひび割れ低減評価システム 

 集合住宅で最も問題となるコンクリートのひび割れを低減するために、作業所において容易にひび割れ発生の危険

性を部位ごとにチェックすることができるシステムを開発しました。今後は各支店に導入するための説明会を実施

し、品質の高いコンクリート躯体を造っていけるよう展開していく予定です。 

（7）高架下空間利用技術 

① キューブ工法 

 都市部での交通渋滞の緩和、駅部での自由通路の確保、他の交通機関の乗入れ等から鉄道の高架化が進んでいま

す。その結節点となる駅周辺高架下有効利用の一つとして、高架下は店舗として利用されています。これら店舗が共

通して持つ安く早く開店させるというニーズに応えるために、キューブ工法等を開発しました。平成17年度は、実施

工に対応するためのディテールの検討を行っており、今後は技術ＰＲを行うとともに、様々な高架の形状に対応でき

るように研究開発を進める予定です。  

（8）リニューアル 

① 地震危険度評価プログラム 

 リニューアル営業では、お客さまにリニューアルの必要性を理解していただく必要があります。そのために、建物

診断、ＬＣＣ算定システムなど、お客さまのニーズに応えられる様々なソフト技術を確立しています。平成17年度

は、耐震補強に注目し、耐震性能の簡易評価や耐震改修の効果を推定するプログラムの展開を実施しています。建物

の改装工事やリニューアル工事の際に活用し、個々の建物の条件に適合する当社保有の耐震補強技術に結び付けてい

く予定です。 

（9）環境・エネルギー技術 

① エコリチャージ 

 エコリチャージ（循環型地下水制御工法）は、地下水位低下を目的として揚水井戸から揚水した地下水を、注水井

戸から加圧して地盤中に復水することにより、効果的に地下水涵養を図る工法です。注水量をコントロールすること

で地下水位の低下を最小限とすることができる経済的で環境にやさしい工法です。平成17年度は、実施工において必

要な追加確認や検証を行っています。今後は、技術の普及および適用拡大を目指します。  

② 土壌汚染の修復技術 

 重金属類に汚染された土壌を、低コスト・低負荷かつ高い効率で浄化できる技術の開発に取り組み，洗浄剤への漬

け置き処理を特徴とした重金属汚染土壌の浸漬処理工法を開発するとともに、様々な土壌汚染に対して対応できる体

制を確立しました。平成17年度は、処理費用が高価なダイオキシン類を対象に、従来工法より安価に処理できる技術

開発に取組んでいます。  

（不動産事業及びその他事業） 

 研究開発活動は特段行なわれていません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変更はあ

りません。  

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はあり

ません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めています。 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日以降提出日までの間に転換社債の転換により増加した株数は含まれ

ていません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりです。 

該当事項はありません。 

旧転換社債に関する事項は、次のとおりです。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 298,476,000 

計 298,476,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月９日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 156,689,563 156,689,563 
㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 156,689,563 156,689,563 － － 

銘柄 
（発行日） 

中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日現在） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日現在） 

転換社債の残高 
 （百万円） 

転換価格
（円） 

資本組入額 
 （円） 

転換社債の残高 
 （百万円） 

転換価格
（円） 

資本組入額 
 （円） 

第３回無担保転換社債 
（平成６年２月３日） 

4,728 902 451 4,728 902 451 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日 

～  

 平成17月９月30日 

－ 156,689,563 － 18,293 － 5,289 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．当中間会計期間末における日本トラスティ・サービス信託銀行㈱および日本マスタートラスト信託銀行㈱の信

託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため記載していません。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株（議決権23個）含まれていま

す。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 15,782 10.07 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 7,732 4.93 

モルガン・スタンレー・
アンド・カンパニー・イ
ンターナショナル・リミ
テッド 
（常任代理人 モルガ
ン・スタンレー証券会社
東京支店） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 

E14 4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３ 恵比寿ガー

デンプレイスタワー） 

7,686 4.91 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 6,952 4.44 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 5,870 3.75 

鉄建職員持株会 東京都千代田区三崎町２丁目５－３ 4,832 3.08 

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目２－７ 4,700 3.00 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 4,616 2.95 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 3,528 2.25 

モルガン・スタンレーア

ンドカンパニーインク 

（常任代理人 モルガ
ン・スタンレー証券会社
東京支店） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A  

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20-３ 恵比寿ガー

デンプレイスタワー） 

2,400 1.53 

計 － 64,100 40.91 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式      241,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  154,873,000 154,873 － 

単元未満株式 普通株式    1,575,563 － 
一単元（1,000株）未満の株

式 

発行済株式総数 156,689,563 － － 

総株主の議決権 － 154,873 － 



②【自己株式等】 

（注）株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が5,000 株（議決権 5個）あります。 

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれています。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しました。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

（１）退任役員  

（注）逝去による退任です。  

（２）役職の異動 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

鉄建建設㈱ 

東京都千代田区三崎

町２－５－３ 
241,000 － 241,000 0.15 

計 － 241,000 － 241,000 0.15 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 215 213 203 208 222 231 

最低（円） 190 185 194 195 200 211 

役 名 職 名 氏 名 退任年月日 

 取締役 
執行役員副社長 

 経営戦略本部長  
小山 忠  平成17年８月８日  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏 名 異動年月日 

代表取締役 執行役員副社長 

経営戦略本部長 
代表取締役 執行役員副社長 大澤 靖弘  平成17年９月１日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しています。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しています。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ流動資産               

１現金預金 ※３   31,008   21,528    44,624  

２受取手形・完成工事未収入
金等 

    51,452   59,387    68,490  

３有価証券     －   19    28  

４未成工事支出金等     11,532   14,952    9,203  

５たな卸不動産     8,756   7,499    8,098  

６その他     9,615   13,679    10,566  

貸倒引当金     △198   △124    △381  

流動資産合計     112,166 62.3  116,941 67.8   140,629 72.6

Ⅱ固定資産               

１有形固定資産               

(1)建物・構築物 
※１ 
※３ 

12,058   8,385   9,004    

(2)土地 
※２ 
※３ 

21,165   14,303   14,389    

(3)その他 ※１ 5,506 38,731  1,157 23,846  1,219 24,613  

２無形固定資産     163   117    122  

３投資その他の資産               

(1)投資有価証券 ※３ 18,638   24,564   19,872    

(2)その他 ※３ 18,673   11,158   12,802    

貸倒引当金   △8,274 29,037  △4,169 31,553  △4,272 28,402  

固定資産合計     67,933 37.7  55,517 32.2   53,139 27.4

資産合計     180,099 100.0  172,459 100.0   193,768 100.0

                

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ流動負債               

１支払手形・工事未払金等     39,667   46,666    58,125  

２短期借入金 ※３   53,184   35,836    49,104  

３社債（１年以内償還予定）     －   600    －  

４未成工事受入金等     8,583   5,543    7,618  

５完成工事補償引当金     306   390    310  

６賞与引当金     853   831    833  

７偶発損失引当金     540   610    776  

８工事損失引当金     －   48    143  

９その他     6,284   8,196    7,510  

流動負債合計     109,420 60.7  98,724 57.2   124,423 64.3

Ⅱ固定負債               

  １社債     －   10,400    6,000  

２転換社債     4,728   4,728    4,728  

３長期借入金 ※３   6,396   5,230    6,486  

４再評価に係る繰延税金負債 ※２   1,968   3,578    3,580  

５退職給付引当金     8,139   8,326    8,322  

６役員退職慰労引当金     141   17    195  

７偶発損失引当金     2,517   1,265    1,319  

８入会保証金      9,602   －    －  

９連結調整勘定     －   430    －  

10その他     117   1,364    1,365  

固定負債合計     33,612 18.7  35,341 20.5   31,997 16.5

負債合計     143,032 79.4  134,065 77.7   156,421 80.8

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     373 0.2  110 0.1   647 0.3

                

(資本の部)              

Ⅰ資本金    18,293 10.2  18,293 10.6   18,293 9.4

Ⅱ資本剰余金    5,304 2.9  5,329 3.1   5,329 2.7

Ⅲ利益剰余金    8,098 4.5  8,621 5.0   9,228 4.8

Ⅳ土地再評価差額金 ※２   2,904 1.6  1,166 0.7   933 0.5

Ⅴその他有価証券評価差額金    2,253 1.3  4,904 2.8   2,941 1.5

Ⅵ自己株式    △160 △0.1  △31 △0.0   △26 △0.0

資本合計    36,693 20.4  38,283 22.2   36,700 18.9

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   180,099 100.0  172,459 100.0   193,768 100.0

               



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ売上高         

１完成工事高   67,098 77,416 168,662   

２その他事業売上高   4,345 71,443 100.0 2,527 79,944 100.0 7,128 175,790 100.0

Ⅱ売上原価         

１完成工事原価   60,478 71,318 152,460   

２その他事業売上原価   3,900 64,378 90.1 2,225 73,543 92.0 6,532 158,993 90.4

売上総利益         

完成工事総利益   6,620 6,098 16,202   

その他事業総利益   445 7,065 9.9 302 6,400 8.0 595 16,797 9.6

Ⅲ販売費及び一般管理費         

１従業員給料手当   2,459 2,506 5,404   

２賞与引当金繰入額   348 342 319   

３退職給付費用   269 312 763   

４役員退職慰労引当金繰
入額 

  8 2 65   

５法定福利費   412 361 617   

６通信交通費   414 411 828   

７調査研究費   117 67 303   

８交際費   107 105 211   

９地代家賃   158 193 365   

10減価償却費   106 100 227   

11その他   1,335 5,737 8.0 1,284 5,690 7.1 2,237 11,343 6.5

営業利益     1,327 1.9 710 0.9   5,454 3.1

Ⅳ営業外収益         

１受取利息   33 18 54   

２受取配当金   131 144 190   

３団体保険金   － － 82   

４為替差益    11   －   81    

５連結調整勘定償却額   －   47   －    

６その他   42 218 0.3 100 311 0.4 132 542 0.3

                

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ営業外費用         

１支払利息   480 420 942   

２社債発行費   － 86 －   

３その他   8 488 0.7 34 541 0.7 149 1,091 0.6

経常利益     1,057 1.5 480 0.6   4,905 2.8

        

Ⅵ特別利益         

１前期損益修正益 ※１ 7 48 25   

２投資有価証券売却益   879 191 924   

３貸倒引当金戻入額    260 351 129   

４その他   24 1,172 1.6 24 616 0.8 30 1,110 0.6

Ⅶ特別損失         

１固定資産売却損 ※２ 23 － 997   

２土地評価損    411 － －   

３固定資産評価損 ※３ － － 839   

４貸倒引当金繰入額   300 － 110   

５貸倒損失   － 62 14   

６販売用不動産・兼業事
業支出金評価損 

  － － 1,050   

７関係会社整理損 ※４ － － 1,786   

８事業所廃止損 ※５ － － 909   

９減損損失 ※６ － 532 －   

10その他   208 943 1.3 10 605 0.8 824 6,532 3.7

税金等調整前中間純利
益又は当期純損失(△) 

    1,286 1.8 491 0.6   △517 △0.3

法人税、住民税及び事
業税 

  553 168 230   

法人税等調整額  216 769 1.1 288 456 0.6 △2,008 △1,778 △1.0

少数株主利益    14 0.0 18 0.0   172 0.1

中間(当期)純利益    502 0.7 16 0.0   1,088 0.6

          



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ資本剰余金期首残高   5,304 5,329   5,304

Ⅱ資本剰余金増加高            

１自己株式処分差益  － － － － 24 24 

Ⅲ資本剰余金中間期末(期末)残
高 

  5,304 5,329   5,329 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ利益剰余金期首残高   7,759 9,228   7,759

Ⅱ利益剰余金増加高     

１中間(当期)純利益 502 16 1,088 

２土地再評価差額金取崩額 221 － 275 

３連結子会社の減少に伴う利
益剰余金増加高 

－ 724 － 16 490 1,854

Ⅲ利益剰余金減少高     

１配当金 385 391 385 

２土地再評価差額金取崩額 － 385 233 624 － 385

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残
高 

  8,098 8,621   9,228 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間純利益   1,286 491 － 

税金等調整前当期純損失   － － △517 

減価償却費   444 339 865 

減損損失   － 532 － 

連結調整勘定償却額   － △47 － 

貸倒引当金の増加・減少
(△)額 

  44 △351 589 

退職給付引当金の増加・
減少(△)額 

  91 4 286 

その他の引当金の増加・
減少(△)額 

  △176 △415 185 

受取利息及び受取配当金   △164 △163 △245 

支払利息   480 420 942 

有価証券・投資有価証券
売却損・益(△) 

  △879 △212 △924 

有価証券・投資有価証券
評価損 

  10 － 19 

有形固定資産売却損・益
(△) 

  23 － 2,689 

無形固定資産売却損・益
(△) 

  － 0 － 

売上債権の減少・増加
(△)額 

  21,755 9,233 4,876 

未成工事支出金の減少・
増加(△)額 

  △5,052 △5,856 △2,798 

たな卸不動産の減少・増
加(△)額 

  1,467 599 3,952 

その他の資産の減少・増
加(△)額 

  △734 △2,890 347 

仕入債務の増加・減少
(△)額 

  △12,981 △11,458 5,536 

未成工事受入金の増加・
減少(△)額 

  2,266 △2,073 1,292 

預り入会保証金の増加・
減少(△)額 

  △26 △7 △20 

その他の負債の増加・減
少(△)額 

  △445 813 1,074 

その他   479 207 1,420 

小計   7,888 △10,835 19,574 

利息及び配当金の受取額   163 161 243 

利息の支払額   △499 △458 △948 

法人税等の支払額   △110 △312 △126 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  7,442 △11,443 18,743 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

少数株主からの持分取得
による支出 

  － △74 － 

有価証券の売却による収
入 

  24 29 24 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △80 △83 △251 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  1 159 301 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △5 △6 △14 

無形固定資産の売却によ
る収入 

  － 0 － 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △1 △1,431 △21 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  1,129 228 1,328 

貸付けによる支出   △60 △24 △128 

貸付金の回収による収入   45 51 102 

その他の投資の取得によ
る支出 

  － △500 － 

その他の投資の売却によ
る収入 

  15 0 29 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,068 △1,651 1,370 

Ⅲ財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入金純増加・減少
(△)額 

  △9,600 △4,480 △7,600 

長期借入れによる収入   500 1,000 1,550 

長期借入金の返済による
支出 

  △2,068 △11,044 △9,108 

社債の発行による収入   － 4,913 5,894 

自己株式の減少・増加
(△)額 

  △3 △5 173 

配当金の支払額   △383 △390 △385 

少数株主への配当金の支
払額 

  △2 △2 △2 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △11,557 △10,009 △9,477 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  15 9 20 

Ⅴ現金及び現金同等物の増
加・減少(△)額 

  △3,031 △23,096 10,655 

Ⅵ現金及び現金同等物期首残
高 

  34,039 44,624 34,039 

Ⅶ連結除外に伴う現金及び現
金同等物の減少額 

  － － △71 

Ⅷ現金及び現金同等物中間期
末(期末)残高 

※１ 31,008 21,528 44,624 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

すべての子会社(５社)を連

結しています。 

  

連結子会社名 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部 

ジー・ケー開発㈱ 

富士バードタウン㈱ 

㈱ジェイテック 

テッケン興産㈱ 

なお、テッケン興産㈱

と㈱テッケンスポーツ

は、平成16年７月１日に

テッケン興産㈱を存続会

社として合併しました。

すべての子会社(４社)を連

結しています。 

  

連結子会社名 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部 

富士バードタウン㈱ 

㈱ジェイテック 

テッケン興産㈱ 

  

  

すべての子会社(４社)を連

結しています。 

  

連結子会社名 

㈱岡崎ゴルフ倶楽部 

富士バードタウン㈱ 

㈱ジェイテック 

テッケン興産㈱ 

  

 テッケン興産㈱と㈱テ

ッケンスポーツは、平成

16年７月１日にテッケン

興産㈱を存続会社として

合併しました。 

 前連結会計年度まで連

結子会社に含めていまし

たジー・ケー開発㈱は、

民事再生計画の認可決定

が平成17年１月５日に確

定したことにより、連結

の範囲から除外していま

す。 

        

２．持分法の適用に関す

る事項 

関連会社に関する投資額に

ついては、持分法を適用して

いません。 

  

同 左 同 左 

  

  持分法非適用の関連会社名

下関コアビル㈱ 

㈱タック 

  

  

  

  

  

 持分法非適用の関連会社

は、それぞれ中間連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用から除外していま

す。 

持分法非適用の関連会社名

下関コアビル㈱  

墨田コートハウスサービ

ス㈱ 

プラザノースマネジメン

ト㈱ 

八千代ゆりのき台ＰＦＩ

㈱ 

持分法非適用の関連会社

は、それぞれ中間連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用から除外していま

す。 

持分法非適用の関連会社名

下関コアビル㈱ 

墨田コートハウスサービ

ス㈱ 

  

  

  

  

 持分法非適用の関連会社

は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用から除外しています。

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日

は当社と一致しています。 

同 左 連結子会社の事業年度は

当社と一致しています。 

  

４．会計処理基準に関す

る事項 

（１）重要な資産の評価基
準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額

法) 

（１）重要な資産の評価基
準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

（１）重要な資産の評価基
準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

        

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期

間末の市場価格

等に基づく時価

法(評価差額は

全部資本直入法

により処理し、

売却原価は移動

平均法により算

定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末

日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定) 

        

  時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

        

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同 左 

② デリバティブ 

同 左 

        

  ③ たな卸資産 

未成工事支出金等

（未成工事支出金） 

個別法による原価

法 

③ たな卸資産 

未成工事支出金等

（未成工事支出金） 

同 左 

③ たな卸資産 

未成工事支出金等

（未成工事支出金） 

同 左 

  未成工事支出金等

（材料貯蔵品） 

移動平均法による

原価法 

ただし、一部の

連結子会社は貯蔵

品や商品に最終仕

入原価法や先入先

出法による原価法

を採用していま

す。 

未成工事支出金等

（材料貯蔵品） 

同 左 

未成工事支出金等

（材料貯蔵品） 

同 左 

  たな卸不動産 

個別法による原価

法 

たな卸不動産 

同 左 

たな卸不動産 

同 左 

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （２）重要な減価償却資産
の減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法によっていま

すが、連結子会社の一

部の資産については定

額法によっています。 

ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を

除く)については、定

額法によっています。 

なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ています。 

（２）重要な減価償却資産
の減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法によっていま

す。 

  ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を

除く)については、定

額法によっています。 

 なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ています。 

（２）重要な減価償却資産
の減価償却方法 

① 有形固定資産 

同 左 

        

  ② 無形固定資産 

定額法によっていま

す。 

なお、耐用年数につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっています。 

ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっていま

す。 

② 無形固定資産 

同 左 

② 無形固定資産 

同 左 

        

  （３）繰延資産の処理方法 （３）繰延資産の処理方法 （３）繰延資産の処理方法 

      ──────  社債発行費 

  支出時に全額費用処

理しています。 

  

社債発行費 

 同 左 

  （４）重要な引当金の計上
基準 

① 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金

等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見

込額を計上していま

す。 

（４）重要な引当金の計上
基準 

① 貸倒引当金 

同 左 

（４）重要な引当金の計上
基準 

① 貸倒引当金 

同 左 

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ② 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし

担保の費用に備えるた

め、当中間連結会計期

間末に至る１年間の完

成工事高(進行基準工事

を含む)に対する将来の

見積補償額に基づいて

計上しています。 

② 完成工事補償引当金

同 左 

② 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし

担保の費用に備えるた

め、当連結会計年度の

完成工事高(進行基準

工事を含む)に対する

将来の見積補償額に基

づいて計上していま

す。 

        

  ③ 賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に充てるため、支給見

込額基準により計上し

ています。 

③ 賞与引当金 

同 左 

③ 賞与引当金 

同 左 

        

  ④ 工事損失引当金 

 ─────  

④ 工事損失引当金 

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の

発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的

に見積もることができ

る工事について、損失

見込額を計上していま

す。 

④ 工事損失引当金 

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当連結会計年度末手持

工事のうち損失の発生

が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積

もることができる工事

について、損失見込額

を計上しています。 

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。 

過去勤務債務は発生

時に一括償却していま

す。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理していま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同 左 

  

  

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しています。 

過去勤務債務は発生

時に一括償却していま

す。 

数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度か

ら費用処理していま

す。    

    

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えて、内規に

基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上

しています。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金

の支給に備えて、内規

に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を計

上しています。    

（追加情報） 

  当社は平成17年３月

に役員退職慰労金制度

に係る内規を廃止し、

平成17年６月29日開催

の定時株主総会におい

て慰労金の打切り支給

議案が可決されまし

た。これにより、当中

間連結会計期間におい

て当社に係る「役員退

職慰労引当金」を全額

取崩し、役員退任時の

支給額に対応する未払

い分については、流動

負債の「その他」に含

めて表示しています。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えて、内規に

基づく当連結会計年度

末要支給額を計上して

います。 

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ⑦ 偶発損失引当金 

債務保証等に伴い発

生する損失に備えるた

め、契約条件及び債務

保証先の財政状態等を

個別に検討し、損失負

担見込額を計上してい

ます。 

⑦ 偶発損失引当金 

同 左 

⑦ 偶発損失引当金 

同 左 

        

  （５）重要なリース取引の
処理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

（５）重要なリース取引の
処理方法 

  同 左 

（５）重要なリース取引の
処理方法 

  同 左 

        

  （６）重要なヘッジ会計の
方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満

たす金利スワップにつ

いて、特例処理を採用

しています。 

（６）重要なヘッジ会計の
方法 

① ヘッジ会計の方法 

同 左 

（６）重要なヘッジ会計の
方法 

① ヘッジ会計の方法 

同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

ヘッジ手段 

デリバティブ取引

(金利スワップ) 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

同 左 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

同 左 

        

  ヘッジ対象 

  相場変動による損

失の可能性があり、

相場変動が評価に反

映されていないもの

及びキャッシュ・フ

ローが固定され、そ

の変動が回避される

もの 

    

        

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ③ ヘッジ方針 

主に当社の内部規定

である「金融市場リス

ク管理方針」に基づ

き、相場変動及び金利

変動をヘッジしていま

す。 

なお、主なリスクと

して借入金の金利変動

をヘッジしています。 

③ ヘッジ方針 

同 左 

  

③ ヘッジ方針 

同 左 

        

  ④ ヘッジ有効性評価の
方法 

金利スワップの特例

処理を採用しているた

め、ヘッジ有効性評価

は省略しています。 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同 左 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同 左 

        

  （７）その他中間連結財務
諸表作成のための重要
な事項 

① 完成工事高の計上基

準 

完成工事高の計上

は、工事完成基準によ

っていますが、工期12

か月以上、請負金額１

億円以上の国内工事及

び工期12か月以上、請

負金額10億円以上の海

外工事については工事

進行基準によっていま

す。 

なお、工事進行基準

によった完成工事高は

54,747百万円です。 

（７）その他中間連結財務
諸表作成のための重要
な事項 

① 完成工事高の計上基

準 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準

によった完成工事高は

58,480百万円です。 

（７）その他連結財務諸
表作成のための重要
な事項 

① 完成工事高の計上基

準 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準

によった完成工事高は

111,490百万円です。 

        

  ② 消費税等の会計処

理  

② 消費税等の会計処

理  

② 消費税等の会計処

理  

 消費税及び地方消費

税に相当する額の会計

処理は、税抜方式によ

っています。  

同 左 同 左  

       

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロー

計算書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっていま

す。 

同 左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。 

       



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用していま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は532百万円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しています。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  ────────────    (中間連結貸借対照表関係)  

    「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その他」

に含めていた投資事業組合への出資金を、当中間連結

会計期間より「有価証券」及び「投資有価証券」に計

上しています。この変更により、「有価証券」は19百

万円、「投資有価証券」は82百万円増加し、投資その

他の資産の「その他」は102百万円減少しています。 

 なお、前中間連結会計期間において、投資その他の

資産の「その他」に含まれていた投資事業組合への出

資金は124百万円です。   

          

  入会保証金 

   前中間連結会計期間において固定負債に区分掲記

していました「入会保証金」については、当中間連

結会計期間において負債、少数株主持分及び資本の

合計額の100分の５以下となったため、固定負債の

「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「入会保証金」は

1,240百万円です。  

 

  

 (中間連結損益計算書関係)         ────────────  

投資有価証券売却益   

「投資有価証券売却益」については、前中間連結会

計期間において特別利益の「その他」に含めて表示し

ていましたが、当中間連結会計期間において特別利益

総額の100分の10を超えることとなったため、区分掲

記することとしました。  

なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券売却

益」は１百万円です。 

  

  

    

貸倒引当金戻入額   

「貸倒引当金戻入額」については、前中間連結会計

期間において「前期損益修正益」に含めて表示してい

ましたが、当中間連結会計期間において特別利益総額

の100分の10を超えることとなったため、区分掲記す

ることとしました。  

なお、前中間連結会計期間の「貸倒引当金戻入額」

は91百万円です。 

  

  

  

  

  

  



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    ──────  連結調整勘定は、従来少額であっ

たことから発生時の損益として処理

していましたが、金額的重要性が増

したことに伴い、当中間連結会計期

間より少額なものを除き、５年間に

て償却することとしました。この結

果、従来の方法に比較して、経常利

益、税金等調整前中間純利益及び中

間純利益がそれぞれ430百万円少なく

計上されています。 

  

      ────── 

  連結子会社であるジー・ケー開発

株式会社は、平成16年７月９日に東

京地方裁判所に民事再生手続開始の

申立てを行い、平成16年７月14日に

再生手続開始の決定を受けました。

同社は三重県安芸郡芸濃町でゴルフ

場を運営しておりますが、経営環境

の悪化により事業の継続が困難と判

断し、民事再生手続のもとで再生計

画を立案することにいたしました。 

 なお、当再生計画案は平成16年10

月７日に東京地方裁判所に提出して

おります。 

  

      ──────       ────── 

     ──────      ────── （有形固定資産の保有目的の変更） 

 当連結会計年度において有形固定

資産として従来保有していた建物・

構築物（帳簿価額927百万円）、土地

（帳簿価額2,440百万円）について、

保有目的の変更に伴い評価損（「固

定資産評価損」839百万円、「事業所

廃止損」611百万円）控除後の金額を

流動資産の「たな卸不動産」に振り

替えています。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

17,093百万円       11,158百万円       10,838百万円 

      

※２．当社は、土地の再評価に関す

る法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額

に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上していま

す。 

※２．同 左 ※２．当社は、土地の再評価に関す

る法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額

に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上していま

す。 

・再評価の方法   ・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律

施行令第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定

資産税評価額に基づいて、奥

行き価格補正等の合理的な調

整を行って算出しています。 

  土地の再評価に関する法律

施行令第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定

資産税評価額に基づいて、奥

行き価格補正等の合理的な調

整を行って算出しています。 

・再評価を行った年月日   ・再評価を行った年月日 

平成12年３月31日   平成12年３月31日 

    ・再評価を行った土地の当連結

会計年度末における時価の合

計額と再評価後の帳簿価額の

合計額との差額 

        4,022百万円 

      

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

4,468百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,877百万円の担保に供してい

ます。 

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

3,754百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,764百万円の担保に供してい

ます。 

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

4,618百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,872百万円の担保に供してい

ます。 

建物・構築物 1,878百万円

土地 1,093 

投資有価証券 8,505 

計 11,477 

建物・構築物  1,786百万円

土地 1,093 

投資有価証券 10,355 

計 13,236 

建物・構築物 1,830百万円

土地 1,093 

投資有価証券 8,866 

計 11,791 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

現金預金  488百万円 

投資有価証券 32 

計 520 

現金預金  263百万円

投資有価証券 52 

計 315 

現金預金  383百万円

投資有価証券 32 

計 416 

 



前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

  （３）   ──────  （３）下記の資産は出資会社等の借

入金等の担保に供しています。 

投資有価証券  9百万円

長期貸付金 50 

 計 59 

 （３）下記の資産は出資会社等の借

入金等の担保に供しています。 

投資有価証券 2百万円

長期貸付金 50 

 計 52 

      

  （４）下記の資産は駒場オープンラ

ボＰＦＩ㈱の長期借入金（９百万

円）等の担保に供しています。 

 （４）   ──────   （４）   ──────  

投資有価証券    2百万円 

  

  

４．偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融

機関借入金等について保証を行

っています。 

４．偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融機

関借入金等について保証を行って

います。 

４．偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融機

関借入金等について保証を行って

います。 

（１）借入金保証 

㈱魚九   153百万円 

当社従業員 61 

その他６件 217 

計 432 

（１）借入金保証 

㈱魚九   121百万円

当社従業員 46 

その他４件 157 

計 325 

（１）借入金保証 

㈱魚九  135百万円

当社従業員 53 

その他４件 165 

計 353 

（２）住宅分譲手付金等保証 （２）住宅分譲手付金等保証 （２）住宅分譲手付金等保証 

㈱タカラレーベ

ン 
 551百万円 

㈱ゴールドクレ
スト 

377 

ダイア建設㈱ 

㈱大京 

101 

5 

計 1,035 

合 計 1,468 

ダイア建設㈱   52百万円

日神不動産㈱ 42 

計 94 

合 計 419 

ダイア建設㈱  43百万円

その他２件 11 

計 54 

合 計 408 

（３）   ──────   （３）当社の持分法非適用関連会社

である墨田コートハウスサービ

ス㈱が保険会社と締結した、東

京簡易裁判所墨田分室庁舎整備

等事業に関する履行保証保険契

約に基づく履行保証保険金額に

係る求償を受けた場合、その求

償額171百万円に対して連帯保

証債務を負っています。 

（３）同 左 

      



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．前期損益修正益の内訳 ※１．前期損益修正益の内訳 ※１．前期損益修正益の内訳 

償却済債権取立額  6百万円

その他 1 

計 7 

償却済債権取立額   24百万円

未払金戻入額 23 

計 48 

償却済債権取立額 20百万円

その他 5 

計 25 

      

※２．固定資産売却損の内訳 ※２．  ──────  ※２．固定資産売却損の内訳 

建物   22百万円

土地 1 

計 23 

  建物  79百万円

土地 917 

計 997 

  

うち関係会社への土地売却損  

851百万円

    

※３．  ──────  ※３．  ──────  ※３．固定資産評価損の内訳 

    

  

建物  179百万円

土地 660 

計 839 

※４．  ──────  ※４．  ──────  ※４．関係会社整理損について 

     当社の子会社であったジー・ケ

ー開発㈱の、民事再生計画の認可

決定が平成17年１月５日に確定し

たことによる損失です。内容は建

物・構築物売却損1,639百万円、そ

の他147百万円です。 

  

※５．  ──────  ※５．  ──────  ※５．事業所廃止損について 

     機材センターの廃止に伴う損失で

す。内容は、建物・構築物評価損

450百万円、土地評価損160百万円、

固定資産除却損84百万円、建物解体

費72百万円、その他141百万円で

す。 

  

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ※６． ──────   ※６.減損損失  ※６． ──────  

   当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

用途 場所 件数 種類 

不動産賃

貸 
東京都他６件 

建物・構築

物、土地 

その他 北海道他３件 
機械装置、リ

ース資産他 

  

   当社グループは、建設事業につ

いては各支店及び事業所単位に、

不動産賃貸事業及びその他事業に

ついては個別物件毎にグルーピン

グしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格

の下落及び賃料相場の低迷ならび

に競争激化による収益性の低下等

により、上記資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失532百万円として特

別損失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物393

百万円、土地86百万円、その他52

百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定してお

り、路線価及び固定資産税評価額

等を基に評価しています。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間連
結会計期間末残高と中間連結
貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間連
結会計期間末残高と中間連結
貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の連結会
計年度末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金
額との関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) 

      

現金預金勘定 31,008百万円

現金及び現金同
等物 

31,008 

現金預金勘定 21,528百万円

現金及び現金同
等物 

21,528 

現金預金勘定 44,624百万円

現金及び現金同
等物 

44,624 

      



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

  

（１）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間連結会計期間末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

  

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間連結会計期

間末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

  

（１）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び連結会計年度末残高相当額 

  

取得価
額相当
額   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 
(百万円)

機械装
置 

77 40 36

車両運
搬具 

60 34 25

工具器
具・備
品 

345 153 191

無形固
定資産  

584 131 452

合計 1,068 360 707

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 
(百万円)

機械装
置 

77 53 10 13

車両運
搬具 

33 15 － 17

工具器
具・備
品 

349 216 － 133

無形固
定資産  

621 251 － 369

合計 1,081 536 10 534

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

連結会
計年度
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

77 47 29

車両運
搬具 

37 15 21

工具器
具・備
品 

340 182 157

無形固
定資産 

584 190 394

合計 1,039 436 603

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残

高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しています。 

同 左 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料連結会計年度末残高が

有形固定資産の連結会計年度

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しています。 

      

（２）未経過リース料中間連結会

計期間末残高相当額 

（２）未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

  

（２）未経過リース料連結会計年

度末残高相当額 

    未経過リース料中間連結会計期間末

残高相当額 

  

１年内  220百万円

１年超 487 

合計 707 

１年内 216百万円

１年超 326 

合計 542 

１年内 217百万円

１年超 386 

合計 603 

 リース資産減損勘定の中間連結会計

期間末残高          7百万円 

 

(注)未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過

リース料中間連結会計期間末

残高が有形固定資産の中間連

結会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。 

 同 左 (注)未経過リース料連結会計年度

末残高相当額は、未経過リー

ス料連結会計年度末残高が有

形固定資産の連結会計年度末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しています。 

      

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（３）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（３）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

（３）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料  115百万円 

減価償却費相当額 115 

支払リース料 115百万円 

リース資産減損勘定

の取崩額 

  

 2  

減価償却費相当額 112  

減損損失 10  

支払リース料 223百万円 

減価償却費相当額 223 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

      

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引未

経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

１年内  195百万円

１年超 21 

合計 216 

１年内 13百万円

１年超 8 

合計 21 

１年内 90百万円

１年超 11 

合計 102 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く)          2,221百万円 

(注)非上場株式には、時価評価されていない関連会社株式  0百万円を含めています。 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

社債                        4百万円 

その他有価証券 

非上場株式                   2,227百万円 

(注)非上場株式には、時価評価されていない関連会社株式 20百万円を含めています。 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計
上額(百万円) 

差額(百万円) 

(１)株式 12,620 16,414 3,794 

(２)債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 － － － 

 ③その他 － － － 

(３)その他 － － － 

合計 12,620 16,414 3,794 

  取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計
上額(百万円) 

差額(百万円) 

(１)株式 13,988 22,247 8,258 

(２)債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 － － － 

 ③その他 － － － 

(３)その他 － － － 

合計 13,988 22,247 8,258 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                   2,209百万円 

(注)非上場株式には、時価評価されていない関連会社株式   7百万円を含めています。 

次へ  

  取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

(１)株式 12,618 17,570 4,952 

(２)債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 － － － 

 ③その他 － － － 

(３)その他 － － － 

合計 12,618 17,570 4,952 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(注)１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いています。 

２．評価損益の金額は、中間連結損益計算書に計上済です。 

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(注)１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いています。 

２．評価損益の金額は、中間連結損益計算書に計上済です。 

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(注)１．時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いています。 

３．評価損益の金額は、連結損益計算書に計上済です。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

金利 オプション取引       

  キャップ       

  買建 5,000 0 △1 

合計 5,000 0 △1 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

金利 オプション取引       

  キャップ       

  買建 5,000 △0 △0 

合計 5,000 △0 △0 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

時価(百万円) 
評価損益 
(百万円) 

金利 オプション取引       

  キャップ       

  買建 5,000 0 △2 

合計 5,000 0 △2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日) 

(注)１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：ゴルフ場等に関する事業 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日) 

(注)１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：ゴルフ場等に関する事業 

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(１)外部顧客に対する売上高 67,098 3,179 1,166 71,443 － 71,443 

(２)セグメント間の内部売上高 35 290 6,466 6,792 (6,792) － 

計 67,133 3,470 7,632 78,236 (6,792) 71,443 

営業費用 66,065 3,325 7,536 76,928 (6,812) 70,115 

営業利益 1,067 144 95 1,307 (△20) 1,327 

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(１)外部顧客に対する売上高 77,416 1,365 1,161 79,944 － 79,944 

(２)セグメント間の内部売上高 27 228 7,600 7,856 （7,856） － 

計 77,444 1,593 8,762 87,800 （7,856） 79,944 

営業費用 76,894 1,516 8,668 87,080 （7,846） 79,233 

営業利益 549 77 93 720 (10) 710 



前連結会計年度(自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日) 

(注)１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：ゴルフ場等に関する事業 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の全セグメントの売上高の合計に占める「日

本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の海外売上高が連結売上高の10％未満のた

め、海外売上高の記載を省略しています。 

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(１)外部顧客に対する売上高 168,662 4,932 2,195 175,790 － 175,790 

(２)セグメント間の内部売上高 41 543 15,699 16,284 (16,284) － 

計 168,704 5,475 17,895 192,075 (16,284) 175,790 

営業費用 163,479 5,344 17,800 186,624 (16,288) 170,336 

営業利益 5,224 130 95 5,450 (△3) 5,454 



（１株当たり情報） 

(注)１．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金

額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

２．１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりです。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

      236.09円 244.70円             234.54円 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

    3.23円         0.11円         6.98円 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益(百万円) 502 16 1,088 

普通株式に係る中間(当期)純利益(百

万円) 
502 16 1,088 

期中平均株式数(千株) 155,431 156,463 155,886 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

 第３回無担保転換

社債（額面総額4,728

百万円）。概要は、

「新株予約権等の状

況」に記載のとおり

です。 

 同 左  第３回無担保転換

社債（額面総額4,728

百万円）。概要は、

「社債明細表」に記

載のとおりです。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の譲渡について  

 当社は、平成16年10月29日に神

奈川県相模原市の土地及び建物等

を譲渡いたしました。 

(１)譲渡の理由 

 財務体質の健全化及びグループ 

 経営の効率化を図るため。 

(２)譲渡先     テッケン興産㈱ 

(３)譲渡資産の所在地及び内容 

 神奈川県相模原市南橋本１丁目 

 土地  27,627.98㎡の持分の1/2 

 建物等 2,269.10㎡の持分の1/2 

   鉄骨造２階建打席棟 

   鉄骨造２階建クラブハウス 

   人工芝テニスコート他 

(４)譲渡価額     867百万円 

(５)売却損見込み額   851百万円 

 （なお、売却損につきましては 

 平成17年３月期の特別損失に計 

 上する予定です） 

  

        ────── 

  

  

  

  

  

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ流動資産         

１現金預金 ※３ 29,598 19,251 42,523   

２受取手形   3,830 1,892 3,282   

３完成工事未収入金   46,685 56,312 64,137   

４兼業事業未収入金   594 95 88   

５有価証券   － 19 28   

６販売用不動産   5,334 4,023 4,458   

７未成工事支出金   10,662 14,175 8,412   

８兼業事業支出金   2,002 2,064 2,223   

９材料貯蔵品   692 566 658   

10その他 ※５ 9,782 13,610 10,751   

貸倒引当金   △202 △121 △381   

流動資産合計     108,981 66.4 111,889 68.9   136,182 73.9

Ⅱ固定資産         

１有形固定資産         

(1)建物・構築物 
※１
※３

10,083 6,465 7,030   

(2)土地 
※２
※３

16,015 12,103 12,190   

(3)その他 ※１ 442 96 135   

有形固定資産計   26,540 18,666 19,356   

２無形固定資産   125 112 117   

３投資その他の資産         

(1)投資有価証券 ※３ 18,625 24,536 19,856   

(2)破産債権、更生債権等   8,168 4,251 4,411   

(3)その他 ※３ 9,371 7,111 8,538   

貸倒引当金   △7,795 △4,170 △4,274   

投資その他の資産計   28,369 31,728 28,533   

固定資産合計     55,035 33.6 50,507 31.1   48,006 26.1

資産合計     164,017 100.0 162,396 100.0   184,189 100.0

          
 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ流動負債         

１支払手形   16,993 17,193 19,959   

２工事未払金   20,055 25,135 34,198   

３短期借入金 ※３ 51,715 34,334 47,410   

４社債(１年以内償還予定)   － 600 －   

５未払法人税等   607 144 259   

６未成工事受入金   8,589 5,263 7,611   

７完成工事補償引当金   306 390 310   

８賞与引当金   813 807 800   

９偶発損失引当金   540 610 776   

10工事損失引当金   － 48 143   

11その他 ※５ 5,476 7,772 6,976   

流動負債合計     105,097 64.1 92,301 56.8   118,446 64.3

Ⅱ固定負債         

  １社債   － 10,400 6,000   

２転換社債   4,728 4,728 4,728   

３長期借入金 ※３ 5,775 4,691 5,906   

４再評価に係る繰延税金負
債 

※２ 1,968 3,578 3,580   

５退職給付引当金   8,028 8,244 8,228   

６役員退職慰労引当金   120 － 173   

７偶発損失引当金   1,045 793 847   

８関係会社事業損失引当金   771 471 471   

９その他   － 7 －   

固定負債合計     22,437 13.7 32,915 20.3   29,935 16.3

負債合計     127,534 77.8 125,216 77.1   148,382 80.6

          
 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)       

Ⅰ資本金   18,293 11.1 18,293 11.2   18,293 9.9

Ⅱ資本剰余金       

１資本準備金 5,289 5,289 5,289   

資本剰余金合計   5,289 3.2 5,289 3.3   5,289 2.8

Ⅲ利益剰余金       

１利益準備金 80 80 80   

２任意積立金 6,100 6,100 6,100   

３中間(当期)未処分利益 1,606 1,378 2,611   

利益剰余金合計   7,786 4.7 7,558 4.7   8,791 4.8

Ⅳ土地再評価差額金 ※２   2,880 1.8 1,166 0.7   517 0.3

Ⅴその他有価証券評価差額金   2,252 1.4 4,904 3.0   2,940 1.6

Ⅵ自己株式   △20 △0.0 △31 △0.0   △26 △0.0

資本合計   36,482 22.2 37,180 22.9   35,806 19.4

負債資本合計   164,017 100.0 162,396 100.0   184,189 100.0

        



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

Ⅰ売上高               

１完成工事高   66,723   76,601   167,427    

２兼業事業売上高   3,356 70,080 100.0 1,449 78,050 100.0 5,216 172,644 100.0

Ⅱ売上原価               

１完成工事原価   60,318   70,755   151,781    

２兼業事業売上原価   3,195 63,513 90.6 1,387 72,143 92.4 5,093 156,875 90.9

売上総利益               

完成工事総利益   6,405   5,845   15,645    

兼業事業総利益   161 6,566 9.4 61 5,907 7.6 123 15,768 9.1

Ⅲ販売費及び一般管理費     5,420 7.8  5,422 7.0   10,699 6.2

営業利益     1,146 1.6  485 0.6   5,069 2.9

Ⅳ営業外収益               

１受取利息   28   19   51    

２その他 ※１ 180 209 0.3 240 260 0.3 481 532 0.3

Ⅴ営業外費用               

１支払利息   465   408   913    

２社債発行費   －   86   －    

３その他 ※２ 7 473 0.6 34 529 0.6 141 1,055 0.6

経常利益     882 1.3  216 0.3   4,547 2.6

Ⅵ特別利益               

１前期損益修正益 ※３ 272   403   25    

２投資有価証券売却益    878   191   878    

３その他   9 1,161 1.6 24 620 0.8 155 1,060 0.6

Ⅶ特別損失               

１固定資産売却損 ※４ －   －   912    

２土地評価損   407   －   －    

３固定資産評価損 ※５ －   －   926    

４ゴルフ会員権評価損   407   －   －    

５販売用不動産・兼業事業
支出金評価損 

  －   －   1,050    

６関係会社整理損 ※６ －   －   1,756    

７事業所廃止損 ※７ －   －   909    

８減損損失 ※８ －   532   －    

９その他   80 895 1.3 25 558 0.7 932 6,488 3.7

税引前中間純利益又は税
引前当期純損失（△） 

    1,148 1.6  278 0.4   △881 △0.5

                

 



    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

法人税、住民税及び事業
税 

  542   78   172    

法人税等調整額   225 767 1.1 393 471 0.6 △1,992 △1,820 △1.0

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△） 

    380 0.5  △193 △0.2   939 0.5

前期繰越利益     1,004   2,220    1,004  

土地再評価差額金取崩額     221   △649    668  

中間(当期)未処分利益     1,606   1,378    2,611  

               



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

（１）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

（１）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

 同 左 

（１）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

 同 左 

  ② 子会社株式及び関連
会社株式 

 移動平均法による原

価法 

② 子会社株式及び関連
会社株式 

 同 左 

② 子会社株式及び関連
会社株式 

 同 左 

  ③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間会計期間末の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定) 

③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

 同 左 

③ その他有価証券 

 時価のあるもの 

 事業年度末日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定） 

   時価のないもの 

 移動平均法による

原価法 

 時価のないもの 

 同 左 

 時価のないもの 

 同 左 

        

  （２）デリバティブ 

時価法 

（２）デリバティブ 

同 左 

（２）デリバティブ 

同 左 

        

  （３）たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

（３）たな卸資産 

販売用不動産 

同 左 

（３）たな卸資産 

販売用不動産 

同 左 

  未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同 左 

未成工事支出金 

同 左 

  兼業事業支出金 

個別法による原価法 

兼業事業支出金 

同 左 

兼業事業支出金 

同 左 

  材料貯蔵品 

移動平均法による原

価法 

材料貯蔵品 

同 左 

材料貯蔵品 

同 左 

        

２．固定資産の減価償

却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっていま

す。 

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については、定額法によ

っています。 

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっていま

す。 

（１）有形固定資産 

同 左 

（１）有形固定資産 

同 左 

        

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （２）無形固定資産 

 定額法によっていま

す。 

 なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っています。 

 ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

によっています。 

（２）無形固定資産 

同 左 

（２）無形固定資産 

同 左 

３．繰延資産の処理方

法 

    ──────  社債発行費 

 支出時に全額費用処理し

ています。 

社債発行費 

 同 左 

        

４．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等

の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

います。 

（１）貸倒引当金 

同 左 

（１）貸倒引当金 

同 左 

        

  （２）完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、

当中間会計期間末に至る

１年間の完成工事高(進

行基準工事を含む)に対

する将来の見積補償額に

基づいて計上していま

す。 

（２）完成工事補償引当金 

同 左 

（２）完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、

当事業年度の完成工事高

(進行基準工事を含む)に

対する将来の見積補償額

に基づいて計上していま

す。 

    

  （３）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

基準により計上していま

す。 

（３）賞与引当金 

同 左 

（３）賞与引当金 

同 左 

        

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （４）工事損失引当金 

   ────── 

（４）工事損失引当金 

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当中

間会計期間末手持工事の

うち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合

理的に見積もることがで

きる工事について、損失

見込額を計上していま

す。 

（４）工事損失引当金 

受注工事に係る将来の

損失に備えるため、当事

業年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的

に見積もることができる

工事について、損失見込

額を計上しています。 

  （５）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

います。 

 過去勤務債務は発生時

に一括償却しています。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しています。 

（５）退職給付引当金 

 同 左 

  

  

（５）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しています。 

 過去勤務債務は発生時

に一括償却しています。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しています。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （６）役員退職慰労引当金 （６）役員退職慰労引当金 （６）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づ

く当中間会計期間末要支

給額を計上しています。 

 ──────   役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づ

く当事業年度末要支給額

を計上しています。 

    （追加情報） 

 平成17年３月に役員退

職慰労金制度に係る内規

を廃止し、平成17年６月

29日開催の定時株主総会

において慰労金の打切り

支給議案が承認可決され

ました。これにより、当

中間会計期間において

「役員退職慰労引当金」

を全額取崩し、役員退任

時の支給額に対応する未

払い分については、流動

負債の「その他」に含め

て表示しています。 

  

        

  （７）偶発損失引当金 

 債務保証等に伴い発生

する損失に備えるため、

契約条件及び債務保証先

の財政状態等を個別に検

討し、損失負担見込額を

計上しています。  

（７）偶発損失引当金 

 同 左  

（７）偶発損失引当金 

 同 左  

    

  

  

  

  

  

  （８）関係会社事業損失引
当金 

  関係会社の事業の損失

に備えるため、関係会社

に対する投資金額を超え

て当社が負担することと

なる損失見込額を計上し

ています。 

  

（８）関係会社事業損失引
当金 

 同 左 

（８）関係会社事業損失引
当金 

 同 左 

５．リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

同 左 同 左 

        

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満

たす金利スワップにつ

いて、特例処理を採用

しています。 

（１）ヘッジ会計の方法 

同 左 

（１）ヘッジ会計の方法 

同 左 

        

  （２）ヘッジ手段とヘッ
ジ対象 

（２）ヘッジ手段とヘッ
ジ対象 

（２）ヘッジ手段とヘッ
ジ対象 

  ① ヘッジ手段 

デリバティブ取引

(金利スワップ) 

① ヘッジ手段 

同 左 

① ヘッジ手段 

同 左 

  ② ヘッジ対象 

  相場変動による損

失の可能性があり、

相場変動が評価に反

映されていないもの

及びキャッシュ・フ

ローが固定され、そ

の変動が回避される

もの 

② ヘッジ対象 

同 左 

② ヘッジ対象 

同 左 

       

 （３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針 （３）ヘッジ方針 

 当社の内部規定であ

る「金融市場リスク管

理方針」に基づき、相

場変動及び金利変動を

ヘッジしています。 

 なお、主なリスクと

して借入金の金利変動

をヘッジしています。 

同 左 同 左 

  （４）ヘッジ有効性評価
の方法 

金利スワップの特例

処理を採用しているた

め、ヘッジ有効性評価

は省略しています。  

（４）ヘッジ有効性評価
の方法 

同 左 

（４）ヘッジ有効性評価
の方法 

同 左  

        

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

（１）完成工事高の計上

基準 

完成工事高の計上

は、工事完成基準によ

っていますが、工期12

か月以上、請負金額１

億円以上の国内工事及

び工期12か月以上、請

負金額10億円以上の海

外工事については工事

進行基準によっていま

す。 

 なお、工事進行基準

によった完成工事高

は、54,466百万円で

す。 

（１）完成工事高の計上

基準 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 なお、工事進行基準

によった完成工事高

は、57,801百万円で

す。 

（１）完成工事高の計上

基準 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 なお、工事進行基準

によった完成工事高

は、110,716百万円で

す。 

        

  （２）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費

税に相当する額の会計

処理は、税抜方式によ

っています。 

（２）消費税等の会計処理

同 左 

（２）消費税等の会計処理

同 左 

        



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しています。 

 これにより税引前中間純利益は

532百万円減少しています。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ています。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

        ──────────── (中間貸借対照表関係) 

      

  

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされたことに伴い、前中間会計

期間まで投資その他の資産の「その他」に含めていた投

資事業組合への出資金を、当中間会計期間より「有価証

券」及び「投資有価証券」に計上しています。この変更

により、「有価証券」は19百万円、「投資有価証券」は

82百万円増加し、投資その他の資産の「その他」は102

百万円減少しています。 

 なお、前中間会計期間において、投資その他の資産の

「その他」に含まれていた投資事業組合への出資金は

124百万円です。 

  

(中間損益計算書関係) (中間損益計算書関係) 

 ゴルフ会員権評価損 

「ゴルフ会員権評価損」については、前中間会計期

間において特別損失の「その他」に含めて表示してい

ましたが、税引前中間純利益の100分の20以上となった

ため、当中間会計期間から区分掲記することとしまし

た。 

 なお、前中間会計期間の「ゴルフ会員権評価損」は

79百万円です。  

 ゴルフ会員権評価損  

前中間会計期間において特別損失に区分掲記していま

した「ゴルフ会員権評価損」については、当中間会計期

間において税引前中間純利益の100分の20未満となった

ため、特別損失の「その他」に含めて表示することとし

ました。 

 なお、当中間会計期間の「ゴルフ会員権評価損」は10

百万円です。   



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社の連結子会社であるジ

ー・ケー開発株式会社は、平成

16年７月９日に東京地方裁判所

に民事再生手続開始の申立てを

行い、平成16年７月14日に再生

手続開始の決定を受けました。

同社は三重県安芸郡芸濃町でゴ

ルフ場を運営しておりますが、

経営環境の悪化により事業の継

続が困難と判断し、民事再生手

続のもとで再生計画を立案する

ことにいたしました。 

 なお、当再生計画案は平成16

年10月７日に東京地方裁判所に

提出しております。 

 

    ──────      ────── 

    ──────     ──────  （有形固定資産の保有目的の変

更） 

 当事業年度において有形固定資

産として従来保有していた建

物・構築物（帳簿価額927百万

円）、土地（帳簿価額2,527百万

円）について、保有目的の変更

に伴い評価損（「固定資産評価

損」926百万円、「事業所廃止

損」611百万円）控除後の金額を

流動資産の「販売用不動産」及

び「兼業事業支出金」に振り替

えています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

※１．有形固定資産の減価償却累計
額 

      13,951百万円             7,734百万円             7,563百万円 

      

※２．土地の再評価に関する法律に

基づき、事業用の土地の再評価

を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しています。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律

施行令第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定

資産税評価額に基づいて、奥

行き価格補正等の合理的な調

整を行って算出しています。 

※２．同 左 ※２．土地の再評価に関する法律に

基づき、事業用の土地の再評価

を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資

本の部に計上しています。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律

施行令第２条第４号に定める

路線価及び路線価のない土地

は第２条第３号に定める固定

資産税評価額に基づいて、奥

行き価格補正等の合理的な調

整を行って算出しています。 

 ・再評価を行った年月日   ・再評価を行った年月日 

 平成12年３月31日   平成12年３月31日 

    ・再評価を行った土地の当事業

年度末における時価の合計額

と再評価後の帳簿価額の合計

額との差額    

          4,037百万円 

      

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

3,995百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,835百万円の担保に供してい

ます。 

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

3,323百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,722百万円の担保に供してい

ます。 

※３．担保に供している資産 

（１）下記の資産は、長期借入金

4,166百万円及び短期借入金

(長期借入金よりの振替分)

1,830百万円の担保に供してい

ます。 

建物・構築物  1,262百万円 

土地  663 

投資有価証券 8,505 

計 10,431 

建物・構築物   1,205百万円 

土地 663 

投資有価証券 10,355 

計 12,224 

建物  1,215百万円 

構築物 16 

土地  663 

投資有価証券 8,866 

計 10,762 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

（２）下記の資産は工事履行保証

等として得意先等へ差入れて

います。 

現金預金   488百万円 

投資有価証券  32 

 計 520 

    

現金預金      263百万円 

投資有価証券  52 

 計 315 

現金預金      383百万円 

投資有価証券  32 

 計 416 

 



前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

（３）下記の資産はテッケン興産㈱

の金融機関借入金(515百万円)の担

保に供しています。 

（３）下記の資産は子会社等の借入

金等の担保に供しています。 

（３）下記の資産は子会社等の借入

金等の担保に供しています。 

土地    430百万円 土地     430百万円 

投資有価証券 9  

長期貸付金 50  

   計  489 

土地    430百万円 

投資有価証券 2     

長期貸付金 50  

    計 483 

（４）下記の資産は駒場オープンラ

ボＰＦＩ㈱の長期借入金(９百万

円)等の担保に供しています。 

（４）   ──────  （４）  ────── 

投資有価証券   2百万円         

      

４．偶発債務 

 下記の会社等の金融機関借入

金等について保証(保証予約を含

む)を行っています。 

４．偶発債務 

 下記の会社等の金融機関借入

金等について保証(保証予約を含

む)を行っています。 

４．偶発債務 

 下記の会社等の金融機関借入

金等について保証(保証予約を含

む)を行っています。 

（１）借入金保証 （１）借入金保証 （１）借入金保証 

テッケン興産㈱    515百万円

㈱魚九 153 

当社従業員 61 

その他５件 301 

計 1,032 

テッケン興産㈱     473百万円 

㈱魚九 121 

当社従業員 46 

その他４件 157 

計 799 

テッケン興産㈱     494百万円

㈱魚九 135 

当社従業員 53 

その他５件 178 

計 860 

（２）住宅分譲手付金等保証 （２）住宅分譲手付金等保証 （２）住宅分譲手付金等保証 

㈱タカラレーベン   551百万円

㈱ゴールドクレス
ト 

377 

ダイア建設㈱  101 

㈱大京 5 

計 1,035 

合 計 2,068 

ダイア建設㈱      52百万円 

日神不動産㈱ 42 

計 94 

合 計 893 

ダイア建設㈱      43百万円

その他２件 11 

計 54 

合 計 915 

 （３）   ────── （３）当社の関連会社である墨田コ

ートハウスサービス㈱が保険会

社と締結した、東京簡易裁判所

墨田分室庁舎整備等事業に関す

る履行保証保険契約に基づく履

行保証保険金額に係る求償を受

けた場合、その求償額171百万

円に対して連帯保証債務を負っ

ています。 

（３）同 左 

      

※５．仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

ます。 

※５．仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

ます。 

※５．   ────── 

      



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益「その他」のうち
主要なもの 

※１．営業外収益「その他」のうち主
要なもの 

※１．営業外収益「その他」のうち
主要なもの 

受取配当金    133百万円 

為替差益  11 

受取配当金    146百万円 

    

受取配当金    192百万円 

団体保険配当
金  

82 

団体保険金 52 

為替差益 81 

      

※２．  ────── ※２．営業外費用「その他」のうち主

要なもの 

※２．   ────── 

    為替差損 28百万円           

      

※３．前期損益修正益の内訳 ※３．前期損益修正益の内訳 ※３．前期損益修正益の内訳 

貸倒引当金戻入
額  

 265百万円 

償却済債権取立額 6 

その他 0 

計 272 

貸倒引当金戻入
額  

355百万円 

償却済債権取立額 24 

未払金戻入額 23 

計 403 

償却済債権取立額   20百万円 

その他 5 

計 25 

      

※４．  ────── ※４．  ────── ※４．固定資産売却損の内訳 

  土地    912百万円 

うち関係会社への土地売却損  

   851百万円 

 ※５．  ──────  ※５．  ──────  ※５．固定資産評価損の内訳 

    

  

建物   179百万円 

土地 747 

合計 926  

 ※６．  ──────  ※６．  ──────  ※６．関係会社整理損について 

     当社の子会社であったジー・ケ

ー開発㈱の、民事再生計画の認可

決定が平成17年１月５日に確定し

たことによる損失です。内容は建

物・構築物売却損1,639百万円、そ

の他117百万円です。 

  

 ※７．  ──────  ※７．  ──────  ※７．事業所廃止損について 

     機材センターの廃止に伴う損失

です。内容は、建物・構築物評価

損450百万円、土地評価損160百万

円、固定資産除却損84百万円、建

物解体費72百万円、その他141百万

円です。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ※８．   ──────  ※８.減損損失  ※８．  ────── 

   当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

しました。 

用途 場所 件数 種類 

不動産賃

貸 
東京都他６件 

建物・構築

物、土地 

その他 北海道他３件 
機械装置、リ

ース資産他 

  

   当社は、建設事業については各

支店単位に、不動産賃貸事業及び

その他事業については個別物件毎

にグルーピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格

の下落及び賃料相場の低迷ならび

に競争激化による収益性の低下等

により、上記資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失532百万円として特別

損失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物393百

万円、土地86百万円、その他52百

万円です。  

 なお、各資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定してお

り、路線価及び固定資産税評価額

等を基に評価しています。 

  

  

      

 ９．減価償却実施額 ９．減価償却実施額  ９．減価償却実施額 

有形固定資産  302百万円 

無形固定資産 9 

計 312 

有形固定資産   178百万円 

無形固定資産 7 

計 186 

有形固定資産  562百万円 

無形固定資産 23 

計 586 

      



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

（１）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間会計期間末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間会計期間末

残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び事業年

度末残高相当額 

  

取得価
額相当
額   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

77 40 36

車両運
搬具 

60 34 25

工具器
具・備
品 

341 153 188

無形固
定資産  

575 127 448

合計 1,055 355 699

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間会
計期間
末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置 

77 53 10 13

車両運
搬具 

48 27 － 20

工具器
具・備
品 

339 213 － 126

無形固
定資産  

612 245 － 366

合計 1,077 540 10 526

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

事業年
度末残
高相当
額 
(百万円)

機械装
置 

77 47 29

車両運
搬具 

52 26 25

工具器
具・備
品 

330 180 149

無形固
定資産 

575 185 390

合計 1,035 440 595

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間会計期間末残高が

有形固定資産の中間会計期間

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しています。 

同 左 (注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料事業年度末残高が有形固定

資産の事業年度末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。 

      

（２）未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

（２）未経過リース料中間会計期間

末残高相当額等 

  

   未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

（２）未経過リース料事業年度末残高

相当額 

１年内   217百万円 

１年超 482 

合計 699 

１年内 214百万円 

１年超 319 

 合計 534 

１年内     216百万円

１年超 378 

合計 595 

 リース資産減損勘定の中間会計

期間末残高         7百万円 

  

 

(注)未経過リース料中間会計期間

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間会計期間末残高が有

形固定資産の中間会計期間末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しています。 

同 左 (注)未経過リース料事業年度末残高

相当額は、未経過リース料事業

年度末残高が有形固定資産の事

業年度末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しています。 

      

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（３）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（３）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

（３）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料  111百万円 

減価償却費相当額 111 

支払リース料 113百万円

リース資産減損

勘定の取崩額 

     

  2 

減価償却費相当

額 
111 

減損損失 10 

支払リース料   221百万円 

減価償却費相当額 221 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

      

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引未経

過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

１年内   242百万円

１年超 41 

合計 284 

１年内      32百万円

１年超 8 

合計 41 

１年内     134百万円

１年超 11 

合計 146 

   



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の譲渡について  

 当社は、平成16年10月29日に神

奈川県相模原市の土地及び建物等

を譲渡いたしました。 

(１)譲渡の理由 

 財務体質の健全化及びグループ 

 経営の効率化を図るため。 

(２)譲渡先     テッケン興産㈱ 

(３)譲渡資産の所在地及び内容 

 神奈川県相模原市南橋本１丁目 

 土地  27,627.98㎡の持分の1/2 

 建物等 2,269.10㎡の持分の1/2 

   鉄骨造２階建打席棟 

   鉄骨造２階建クラブハウス 

   人工芝テニスコート他 

(４)譲渡価額     867百万円 

(５)売却損見込み額   851百万円 

 （なお、売却損につきましては 

 平成17年３月期の特別損失に計 

 上する予定です） 

 

        ────── 

  

  

  

  

────── 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各号

に掲げる書類は、次のとおりです。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第64期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）      平成17年６月29日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年11月29日

鉄建建設株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金塚 厚樹 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 厚 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年10月29日に土地及び建物等を譲渡した。これに伴う固定資

産売却損は、当連結会計年度において特別損失として計上する予定である。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しています。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月９日

鉄建建設株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金塚 厚樹 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しています。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年11月29日

鉄建建設株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金塚 厚樹 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田 厚 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、鉄建建設株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年10月29日に土地及び建物等を譲渡した。これに伴う固定資

産売却損は、当事業年度において特別損失として計上する予定である。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しています。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月９日

鉄建建設株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金塚 厚樹 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 薊 和彦 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鉄建建

設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、鉄建建設株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しています。 
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